南海トラフ巨大地震津波浸水対策に関する要望
～大阪湾における防潮堤緊急対策の推進について～
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南海トラフ巨大地震に伴う被害は甚大かつ広域にわたり、大阪湾の諸都市においても、津波浸水をはじめ、建物倒壊や市街地の延焼など、多大な人的被害や経済損失が生じる恐れがある。

とりわけ、兵庫県から大阪府にかけての沿岸域は阪神工業地帯を抱え、人口・資産や高度な都市機能が集積し、域内総生産（GRP）も我が国第２位を誇るなど日本経済を牽引する重要な役割を担っているが、広範なゼロメートル地帯や地下街・鉄道などの地下空間を有しており、津波などによりひとたび浸水が生じれば、多くの人的被害とともに、全国につながる経済産業活動が停止するなど、国家レベルの障害に及ぶ危険性が高い。

これらの深刻な事態を回避するためには、災害時の避難行動の徹底とあわせて、津波浸水被害を最小に止めるための施策を着実に進めることが不可欠である。大阪湾においては、高潮対策として整備してきた河川・海岸堤防が津波に対しても一定の高さを有しており、沈下対策や津波に対して粘り強い構造への改築など既存施設の活用が非常に有効である。

地方自治体においては、これら河川・海岸堤防に関する対策を早急に進めるべく、予算の重点措置などに取り組んでいるが、大規模かつ緊急性の高い津波浸水対策を完遂するには、国家的見地から、国による強力な支援措置が不可欠であり、以下の事項を要望する。

１　南海トラフ特別措置法や国土強靭化基本法における基本計画をはじめ、中央防災会議での政府行動計画や国土交通省における地域対策計画など、今後、国において進める各種計画の策定に際し、大阪湾沿岸域の実情を踏まえ、河川・海岸堤防の緊急対策について特段の配慮を図られたい。

２　河川・海岸堤防の沈下対策やレベル１を超える津波に対する粘り強い構造への強化などの緊急対策について、技術基準の早期策定や補助対象事業の拡大、国費率の嵩上げとともに重点配分を行うなど、補助の拡充を行われたい。

３　地方債について、東日本大震災の復興事業と同等の特別な地方財政措置を講じられたい。

（参考）「東日本大震災の復興事業に関する地方財政措置」

地方債は起債充当率100％、後年度の元利償還に対する交付税措置は80％
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